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3.自治体の財政力指標 とス トック情報の確立
(はじめに)
前稿では,現代の地方財政 (普通会計)における地方債の累積とその背
慕,岡山県,山口県,広島県,大阪府などの財政事情- 県債の累積- を
例に府県のストック水準の悪化と行財政改革の状況などについて見てきた｡
そうして,自治体の財政力の指標とそれに伴うス トック情報の確立に向け
て,まず財政力諸指標の現況について見てゆくと共に,これらを,自治体の
ストック情報開示との関連で若干のコメントを加えてきたのであった.
そこで,本稿では,上記につづき自治体財政におけるストック情報確立と
の関連や自治体財政特に普通会計(1)における企業会計方式の導入問題との関
連で検討し,その会計改善の方向性とそこでの若干の問題点などについて検
討を行いたいわけであるが,その前提として,まず,はじめに地方債残高の
増大のもと危棟的様相を示す1998年度の都道府県及び岡山県の当初予算案に
見る特徴とそこでの課題を例に見ておくことから始めたいと思う｡
(2)都道府県の'98年度当初予算の特徴
都道府県の1998年度当初予算案の特徴について見ると,一般会計ベースで
は,全体の予算規模は52兆4,397億円,前年度に比べて3.2%増である｡
主な歳入では,(1)地方税の伸びは6.1%増を見込んでいる｡(2)地方交付税
の伸びも3.4%の伸びを予定している｡(3)地方債の新たな発行 (起債)は
8.0%減らし,借金依存からの脱却をめざしている0
-万,主な歳出 (性質別経費)について見ると,(1)人件費は0.4%増,(2)公
債費3.4%増と義務的経費の増加が認められる｡しかし,投資的経費は,13兆
7,287億円と前年度に比べ合計で8.1%減,これは,国の公共事業関係費の減
額幅 (7.8%)を上回っている｡投資的経費の内単独事業は7.7%減,補助亭
業は8.4%減と緊縮予算を示す内容となっている(2)｡
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『日経新聞』のデータによると,地方税の内大都市府県の法人2税の落ち
こみが大きくなっている｡周知の通り,都道府県財政の歳入は,法人事業
税,住民税の法人2税に依存した税収構造のため景気の波に大きく左右され
る｡この2税は,税収の所得弾力性 (いわゆる弾性値)がきわめて高い税だ
からである｡東京,大阪,愛知,神奈川4都道府県では税収全体に占める比
率は'97年度で36.5%～48%に達している(3)0
大阪府は'89年度のピーク時の8,300億円台から5,000億円弱にまで落ち込
んでいる｡神奈川県は2税を中心に700億円の落ち込みが表面化,財源不足
が1,700億円規模に拡大,愛知県もトヨタ系10社などの不振が見られ,'98年
度の2税見込みは前年度比マイナスとなっている｡
特に大阪府の2税収の落ち込みが大きいが,これは21万の資本金 1億円未
満の中小法人の内6割強が赤字 (欠損)法人 (営業はしているが税法上均等
割以外税を納めない法人)となっている｡また,資本金 1億円以上の赤字
(欠損)法人も3割強に達している｡
東京,大阪,神奈川,愛知など大都市府県における法人2税の状況を見る
と,1976年度-100として名目額ではバブル経済期に350-430に達していた
ものが'92-'95年度のバブル崩壊期にほいっきょに200-250に低下し,その
後も220-300程度までしか回復せずに終わっている｡特に大阪府の落ち込み
が先に見た理由で大きくなっていることが分かる (図1参照)0
これに伴い,都道府県の経常収支比率のワースト10('96年度決算)は,1
位の大阪 (102.8%)をはじめ,神奈川 (101.3%),愛知 (97.1%),福岡
(91.8%),沖縄 (91.2%),東京 (90.3%),岡山 (90.1%),埼玉
(89.7%),鹿児島 (87.8%),北海道 (87.6%)となっている｡上位を大都
市圏の府県が占めているのは,先に見た事情によるものである (表 1参照)0
都道府県の地方債残高は,'98年度末には60兆6,280億円に達すると見込ま
れている｡この額は,'97年度末の6.0%増であり,'91年度末に比べると2.2
倍にのぼっている｡
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図1 主要都道府県における法人2税 ('76年度-100)
89 91 93 95 9798
年度
(注)全国法人二税の97年度は推定,98年度のこ税
はいずれも見込み｡
『日本経済新聞』'98年5月25日付の調査データによった｡
都道府県別では,東京都が総額で
7兆7,000億円と額ではトップ,'91
年度末対比でも3.1倍とワースト･
ワンとされている｡つづいて大きい
残高を示しているのは大阪府 3兆
5,474億円 (.'91年度末の2.7倍),北
海道 3兆5,000億円 (同1.6倍),兵
庫県2兆9,759億円 (同2.8倍),神
奈川県2兆1,810億円 (同2.9倍),
愛知県2兆7,227億円 (同2.3倍),
埼玉県2兆1,582億円 (同2.6倍)と
大都市府県が悪くなっていることが
分かる(4)0
表1 経常収支比率のワースト10
(%,'96年度決算)
荏)『日本経済新聞』'98年5月25日による｡
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バブル崩壊後の地方財政について地方債残高が著しく拡大した- 地方債
許可制の下で- 背景については前稿でも述べた通りであるOここでは,(1)
国の景気対策をかねた国庫補助事業にリンクした地方債の発行-その元利償
還金の翌年度以降の地方交付税の基準財政需要額-の算入 (例えば,過疎債
や辺地債などの政策的起債や各種の特例債など)辛(2)地方単独事業でも例え
ば ｢ふるさとづくり事業計画｣にもとづく事業に認められる ｢地域総合整備
事業債｣の元利償還金の地方交付税-の算入,などが見られ,地方債制度と
国からの一般財源にリンクした制度 (地方交付税の補助金化ないしは特定地
方債費のウラ負担化)-の留意が必要であろう｡この点は,わが国政府間財
政関係をきわめて複雑にしており,地方財政のアカウンタビリティを喪失さ
せる一要因となっている｡
地方の単独事業の伸びについては,'97年度に比べて減額している都道府
県が多くなっている｡しかし,この傾向は,'98年5月の政府の総合経済対策
(16兆円の支出を見込む)を通じて,各地方政府は6月の補正予算による公
共事業の拡大一地方単独事業の予算化-と変貌しつつある｡
このような状況の中で,各都道府県の財源不足は一向に解消できず,自治
省が'98年度から復活させる財政健全化債で穴埋めせざるを得ない自治体も
多くなっている｡例えば,大阪府が500億円,茨城県が128億9,700万円,岡山
県が100億円の起債を見込んでいるほか,宮城,千葉,神奈川,愛知,広島他の
各県も財政健全化債の発行を計画している｡財政健全化債が,各府県の公債
費比率,公債制限比率とどういう関係になるのかがなお課題とされるだろう｡
公共事業のムダを省き事業を見直し歳出を削減することをめざす事業評価
制度の導入は各府県で導入ないしは検討がなされ始めている｡北海道におけ
る ｢時のアセスメント｣をはじめこれまで三重県や岩手県などが先行してい
たが,'98年度から宮城,秋田,山形,静岡,岐阜の5県と政令市では阪神大
震災後の神戸市が導入するOこのほか,山梨,新潟,岡山など20県と5政令
市が導入を検討中とされている｡
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宮城県は ｢事務事業総点検｣を制度化し,情報公開を前提とした参加型の
行政改革を進めている(5)｡静岡県は ｢業務棚卸表｣を作成,神戸市は ｢客観的
事業評価基準｣作りに取り組んでいる(6)0
つぎに,岡山県の'98年度当初予算とそこでの課題について見ておこうC
(3)岡山県の'98年度当初予算と課題
岡山県は,1998(平成10)年2月18日,'98年度当初予算案を発表した｡こ
の中身について概観すると,表2に見る通り,一般会計7,921億2,500万円で
前年度当初予算比1.8%増ではあるが,消費税関連歳出を差し引いた実質の
伸びでは3.2%減で2年連続のマイナス予算である｡また,この間の消費者
物価指数の上昇はそれ程ではないが,これを含めたデフレーターを加味した
実質指数ではさらにマイナスとなることはいうまでもなかろう｡
景気の悪化で税収が低迷,先の行財政改革大綱に基づき,岡山県の財政危
機を乗り越えるため公共事業を凍結したり大幅に削減したことが影響してい
る｡
一般会計の主な内訳についてみよう(7)｡まず歳入面では,表2に見る通 り
県税は2,249億9,300万円で7.1%増である｡しかし,地方消費税が平年度化
で大幅に増えることに伴う関連の歳出増(8)を除くと3.3%減となっている｡
法人2税は3.2%減であったが,地方交付税は2.3%増となったO国庫支出金
は3.0%の減.となっている｡
財政再建団体-の転落を避けるためには,県債の発行額を減らさねばなら
ないが,県債は833億6,600万円となっている｡これには,財政健全化債100億
円が含まれるがこれは前年度比14.2%減に抑えているO
国からの一般財源である地方交付税は1,921億円で2.3%増である｡前年度
に比べ構成比で僅かに高めている (24.1%-24.3%)｡しかし,特定財源とし
ての国庫支出金は17.2%の減で構成比も減じている (18.3%-17.5%)O
性質別歳出では,義務的経費の内まず人件費が2,547億300万円で0.3%滅
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表2 1998年度岡山県一般会計歳入予算の状況 (単位 :百万円,%)
区分款別 1997年度 1998年度 対前年度伸 び 率 備 考当初予算額 構 成 比 ∵当初予算額 構 成 比
県 税 210,075 26.9 224,993 28.3 7.1
地 方 消 費 税 清 算 金 ll,751 1.5 42,634 5.4 262.8
地 方 譲 与 税 6,020 0.8 2.877 0.4 △52.2
地 方 交 付 税 187,750 24.1 192,loo 24.3 2.3
交通安全対策特別交付金 850 0.1 900 0.1 5.9
分 担 金 及 び 負 担 金 16,198 2.1 13,416 1.7 △17.2
使 用 料 及 び 手 数 料 12.975 1.7 12,642 1.6 △2,6
国 庫 支 出 金 142,550 18.3 138.247 17.5 △3.0
財 産 収 入 2.957 0,4 2,456 0.3 △16.9
寄 件 金 8 0.0 108 0.01,250,0
繰 入 金 29,246 3.8 22.467 2.8 △23.2
諸 収 入 53,460 6.9 53,023 6.7 △0.8
県 債 104,179 13.4 86,262 10.9 △17.2
注)岡山県財政課資料による
と,71年度以降初のマイナスとなった｡また,公債費6･0%増などで合計
3,817億3,500万円と1.7%増である｡一方,投資的経費では普通建設事業費
1,806億2,900万円と12.9%の大幅減となっている｡この内県単独の公共事業
費は772億4,700億円と17.9%減で国の補助事業は9･6%減となった｡
行政改革大綱の目標 (220億円)に沿う歳出削減の主な境目を見ると,いく
っかの大規模公共事業 (プロジェクリ の3年間の凍結の方針に沿って,吉
備高原都市や岡南飛行場の整備を凍結,美作岡山道路の整備日程を調整する
こととしている｡また,市町村-の医療費助成事業では,岡山 倉敷両市へ
の補助率を引き下げることとした｡
一方,主な予算額は,岡山空港整備関連費34億7,360万円 (空港の滑走路
3000メートル化工事を本格化する),高度情報化対策費12億7,410万円 (出先
機関への高速通信回線を整備),本州四国連絡橋公団 (瀬戸大橋)-の出資金
を公団の要請通り28億8,900万円 (それまで19億6,500万円)の支出とする,
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美作岡山道路建設事業費24億2,000万円,第3セクター･井原鉄道への経営
支援 2億6,275万円などである｡公共事業の凍結 ･大幅な削減の中でも,な
お継続ないしは懸案の公共事業にいくらか配慮して編成されているとも注意
される｡
はかに基金の取り崩しや企業会計からの借 り入れで歳入を確保した｡な
お,県債の繰り上げ償還を'98年2月の補正予算で行うが,これは48億6,700
万円分である｡'99年度の起債制限比率はこれにより従来の予想より0.4ポイ
ントの改善が可能となり財政再建団体-の転落が僅かでも回避できるとされ
る｡繰り上げ償還するのは,県が'80年度～'88年度にかけて発行し民間の金
融機関等が保有している縁故債の一部である｡本来は,'98年度～2002年度
にかけて償還するものであった｡
一方,歳出面では,228億円の削減で,1997年11月にまとめた行財政改革大
綱に沿う大幅な削減となっている｡目的別の歳出では,教育費 (0.4%減),
土木費 (12.6%減),農林水産業費 (8.7%減),総務費 (5.5%減)他で大幅
な減となっている｡議会費 (6.6%減),商工費 (2.5%減)等の削減はともあ
れ,先の教育費のほかに労働費 (45.9%)の大幅な削減が注目される｡公債
餐 (5.9%増)は逆に増大している (表3,表4,表5)O
(若干のコメント)
このような岡山県の'98年度当初予算に見る財政事情をもたらした背景に
ついては,すでに,岡山県財政課の資料等に見られる通りいくつかの特徴点
を指摘できる｡それらをここで要約的に再度整理してみると,
第1に,県税等収入と歳出の格差の拡大である｡県税収入は,1995(平成
3)年度をピークに低迷し,'97(平成9)年度には'90(平成2)年度の水
準にとどまる見込みとされている｡もっとも県税+地方交付税は,'97年度
3,978億円と'95年度の水準 (3,923億円)をやや上回る予想である｡
これに対して歳出の名目の伸びは10年前の'86年度の5,326億円が'96年度
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表3 1998年度岡山県一般会計歳出予算の状況 (単位 :百万円,%)
言でこ 1997年度 1998年度 対前年度伸 び 率 備 考当初予算額 構成比 当初予算額 構成比
議 会 費 1,895 0.4 1,769 0.2 △6,6
稔 務 費 54,774 7.0 51,742 6.5 △5.5
民 生 費 52,943 6.8 53,133 6.7 0.4
衛 生 費 18,068 2.3 18,787 2.4 4.0
労 働 費 6,811 0.9 3,688 0.5 △45.9
農林水産業費 76,339 9.8 69,660 8.8 △8.7
商 工 費 31,501 4.0 30,698 3.9 △2.5
土 木 費 167,770 21.6 146,679 18.5 △12.6
警 察 費 46.471 6.0 50,716 6.4 9.1
教 育 費 188,613 24.2 187,797 23.7 △0.4
災 害 復 旧 費 4,020 0.5 4,950 0.6 23.1
公 債 費 100,570 12.9 106,548 13.5 5.9
諸 支 出 金 28,044 3,6 65,758 8.3 134.5
予 備 費 200 0.0 200 0.0 0.0
合 計 778,019 100.0 792,125 100,0 1.8
注)出典は表2に同じ｡
8,252億円と約1.55倍に達している｡
第2に,普通建設事業の内県単独公共事業の著しい拡大である｡これは,
前稿で見た通 り,国の景気対策のための公共事業の ｢前倒し｣と特に岡山県
単独の大型公共プロジェクトの増加である｡普通建設事業費の内県単独公共
事業費は,'91年度の463億円が'96年度の657億円-と約1.42倍の伸びであ
り,内大型公共プロジェクトは同期間に421億円から718億円 (決算ベース)
へと約1.71倍に拡大している｡
第3に,これに伴い県債発行額の拡大を必然化すると共に県債残高の増大
をもたらしたO'97年度末の県債残高は8,900億円に達している｡起債制限比
率は,'97年度末18%で,'99年度には19.9%,以降起債制限ラインの20%を
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表4 -般財源と特定財源の状況 (岡山県一般会計当初予算) (単位 :百万円)
区 分 1997年 度当初予算額A 1998年 度当初予算額B ち/A(%)
般財蘇 県 , 税 210,075 224,993 107.1
うち 地 方 消 費 税 12,077 33,552 277.8
そ の 他 の税 目 197,998 191,441 96.7
地方消費税清算金 ll,751 42,634 362.8
地 方 譲 与 税 6,020 2,877 47.8
地 方 交 付 税 187,750 192,100 102.3
財政調整基金等からの繰入金 19,488 9,439 48.4
臨時税収補てん債 6,960 皆 減
減 税 補 て ん債 286 皆 増
そ の 他 10.424 9,111 87.4
小 計 452,468 484,050 107.0
特定財蘇 国 庫 支 出 金 142,550 138,247 97.0
県 債 97,219 83,366 85.8
うち 財 政 健 全 化 債 10,000 皆 増
諸 収 入 49,357 48,820 98.9
使用料 .手数料 12,129 ll,833 97.6
そ の 他 24296 25809 1062
小 計 325,55.1 308,075 94.6
合 計 778,019 792,125 101.8
荏)出典は表2に同じ｡
衰5 県債の状況 (岡山県一般会計) (単位 :百万円)
'97年度末残高見込み '98年度借入額 '98年度元金償還額 '98年度末残高見込
(12月補正後)A B C A+B-C
荏)出典は表3に同じ｡
普通会計ベースの'98年度末残高見込みは993,538百万円である｡
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超える恐れも出てきているところである｡
第4に,これに伴う財源調整のための3基金の取り崩しによる減少は著し
く,3基金で約100億円と,県債残高の拡大をあわせストック水準の著しい
悪化をもたらしているO
以上に見る点は,岡山県の鉱工業生産や在庫の状況と対比しても,著しい
特徴点を示しているOいま,日銀岡山支店の調査によって鉱工業生産指数と
在庫指数の動きを'90年からたどり全国と岡山県とを比較してみると,①近
年岡山県の鉱工業生産指数の停滞と全国平均を下回る傾向が見られる0②在
庫指数の増加が'93年の第Ⅲ･4半期から急激に増加する傾向が見られ全国
平均を恒常的に上回る傾向が見られる(ll)(図2参照)｡
このような岡山県経済の近年の停滞と前述の県税収入の停滞,これと対照
的な県歳出の伸び,とりわけ普通建設事業における県単独事業及び県債起債
(及び県債残高)の伸びの著しい対照は明らかであろう｡
図2 鉱工業生産指数と在庫指数の対全国比の推移 (岡山県)
11005 鉱工業生産指数 (1990年-100) 巨窒団
′､′､ヽ一′､
109589
‥′､～-I.ヽ一
2 '93 '94 '95 '96 '97
ⅠⅡⅢⅠⅤⅠⅢⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅠⅤⅠ4567891011121234567
1504321095'9 在庫指数(190年-100) 田
-日日 1-'二二;二二二二二二:二二二III:::一一一一一一" 一一√√-J::-J:IIII:II一丁 一一--
2 '93 '94 '95 '96 '97
注)(出典)日本銀行岡山支店作成のデータによる｡
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これを,岡山県の県内総生産と県政歳出の対比で見ても上記の点は明らか
である｡表5及び図3に見る通り,1986(昭和61)年度を100とした県内総生
産と県歳出の動きでは,特にバブル経済崩壊後の1992年度頃から県内総生産
の伸びは停滞しているのに県歳出 (普通会計ベース)は急激な伸びを示して
いる｡これは,先に見た理由によるものであるが,ここでも県歳出の著しい
膨張の趨勢は明らかであろう｡
財政健全化債の発行は当面の財政運営の解決にはなり得ても,財政運営の
中長期的な課題との関連では多くの課題を残したままとなっていることであ
るO
さらに,今一つの問題点は,'98年度における日本経済の不況の深刻化の
中で,政府 (橋本内閣)の打ち出した16兆円の総合経済対策に伴い地方財政
に再び公共事業の ｢前倒し｣が求められていることである｡'98年6月12日,
岡山県は'98年度補正予算を発表したが,一般会計305億4,500万円,この内
道路整備など県単独公共事業費45億円が盛り込まれた｡県財政のストックポ
ジションの更なる悪化が懸念されるところであろう｡
表5 岡山県の県内総生産と財政歳出
1986 1987 1988 1989 1990 1991
(昭和61) (昭和62) (昭和63) (平成元) (平成2) (平成3)
県 内 稔 生 産 5,409,892 5,561,996 5,969,078 6,351,335 6.734.322 7,146,293
指数(1986-100) 100 102.8 105.3 117.4 124.5 132.1
県 歳 _ 也 532.551 541,058 566,567 610.824 678.099 701,345
1992 1993 1994 1995 1996
(平成4) (平成5) (平成6) (平成7) (平成8)
県 内 総 生 産 7,275,341 7,262,605 7,334,084 7,488,428
指数(1986-100) 134.5 134.2 135.6 138.4
県 歳 出 751,999 814,488 831,431 806,467 827,506
注) 1.県内総生産は市場価格表示で,県民経済計算統計表による｡
2.県歳出は,普通会計決算0
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図3 岡山県の県内総生産と財政歳出 (指数)
指数
1986 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96年度
なお,岡山県は,'98年7月15日,1997年度の決算見込額 (普通会計)をま
とめたが,これによると県債残高は前年度比5.4%増の9,636億円,公債費比
率は22.8%となり,昨年度の20.1% (全国ワース ト1といわれた)を上回
り,起債制限比率も15.5%-17.1%に悪化した｡不況下,｢予想以上に税収が
落ちこんだ｣(県財政課)ことなどが主原因とされている(10)O
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4.自治体財政におけるス トック情報の確立 と企業会計方式
の導入問題
さて,以上みたような'98年度の各都道府県及び岡山県の財政の現状を踏
まえ,われわれの課題は,自治体財政情報のディスクロージャーとアカウン
タビリティ確立に向けてのストック情報の確立及び企業会計方式導入をめぐ
る問題であった｡
自治体財政情報のディスクロージャーをめぐる問題については,ここで敢
えて取り上げないが,ストック財政の確立に向けての研究についてはこれま
でいくつか取り魁まれてきているので,先ずこれらについて簡単にふりかえ
り,地方自治体財政 (普通会計)への企業会計方式導入をめぐる最近の提案
について紹介しておこう｡
(1) ストック財政分析に向けてのこれまでの取り組み
まず,わが国での自治体財政におけるストック情報確立との関連や自治体
財政-の企業会計方式の導入問題との関連で検討していく前に,この問題に
対する従来の歩みについて簡単にみておきたい｡
わが国の公会計をめぐる複式蒋記の導入や企業会計方式導入をめぐる問題
については,国家財政 ･地方財政の両会計制度において課題を有するが,国
家財政における会計制度の改革をめぐる問題については,政府の財政構造改
革との関連で若干の論議を見ているところであるが本稿ではふれない｡な
お,中央政府の会計においても,明治期の制度成立当初の一時期既に複式簿
記の導入と廃止が見られるとの最近の研究成果もあり注目しておいてよ
い(12)0
イギリスやアメリカ,ニュージーランドなど諸外国においては,中央 ･地
方政府の公会計に早くから複式簿記が導入されているのに,わが国では,今
日までこの問題が取り上げられて来なかった背景には,わが国財政 (特に中
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央財政)における膨大な財政投融資資金会計の存在や特別会計の多さ,地方
財政における国庫支出金や地方交付税といった中央政府依存型の体質- そ
れ自身財政が完結性を持っていない- などに大きな原因があったといえよ
う｡
しかし,今日,地方分権と財政のアカウンタビリティ,地方財政の自律性
と住民への財政情報の公開 (ディスクロージャー)が問題となる中で,この
間題は避けて通ることのできない課題となってきたことはいうまでもないo
地方財政の決算分析におけるストック評価の試みについては,すでに1962
年の地方財務会計制度調査会の答申以来指摘されてきたところである｡これ
まで,｢ストック面 (資産/負債)の評価｣の必要性に関しては,現行制度を
維持したまま ｢決算分析｣の拡充で対応しようとしたいくつかの ｢有益な｣
試みが見られているところである｡これらの試みがなされ出した背景として
は,特に1973年秋の中東の石油危機 (及び1978-9年の第2次石油危機)な
どに伴う地方財政危機- 高度成長期に見られたような国税及び地方税の自
然増収が見込めなくなったことに始まる- が挙げられるだろう｡当時,国
(大蔵省)側からは,｢財政硬直化｣諭が唱えられ,地方交付税の税率引き下
げ-の圧力が次第に強くなり,自治省や地方自治体側もこれ-の自主的な対
応を迫られ地方財政の自主的経営- 都市経営論- への関心が神戸市など
を中心に次第に高まって行ったと思われる(13)0
1981年,㈲地方自治協会は,新財政診断手法の開発 Jを発表した｡これ
は,いわゆる ｢5段階評価法｣といわれるもので,1979年以来,石原信雄民
らの研究メンバーで始めた財政指標研究の第2期の成果であったCこれは,
以下の3つから成る ｢財政診断表｣を作成し,各指標を5点評価した合計得
点を類似団体比較等で評価している｡即ち,
a.現況指標
財政力指数など当該団体の現況を示す20の指標
b.運営指標
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義務的経費の増加率など運営面での経営努力を示す20の指標
C,ストック指標
道路改良率,下水道等普及率など社会資本整備度を示す20指標である｡
この内,a,bはフローとしての指標であり,Cがストックを評価した指
標である｡その評価は,類似団体などを中心に他団体との比較,あるいは経
年変化を見るなど相対的な分析が基本となっている｡地理的条件などを加味
した上で画一的な評価を避けるよう注意するなど配慮が見られる｡社会資本
整備度などストック面での一つの評価が見られることが注目されるが,社会
資本の充足度に加えてさらにその資産価値をいかに評価していくかについて
はなお問題点と課題が残される｡
つぎに,1987年,神戸市公会計制度研究会の ｢公会計貸借対照表の作成に
ついて｣である｡神戸市では,すでに㈲神戸都市問題研究所を中心に自治体
の会計制度の問題に関する研究に取り阻み,1977(昭和52)午,総合研究
『都市経営システムの開発に関する研究』を公表した｡これにつづき助成研
究 『地方財務会計制度の改善』(1978年)を発表した(14)0
これらを踏まえた ｢公会計貸借対照表の作成について｣(15)は,1987年11月
の ｢公会計貸借対照表の作成指針｣を踏まえ,その作成の意義,作成につい
ての基本的な考え方,作成にあたっての主な問題点と考え方,作成方法など
について改めて述べている｡そうして,貸借対照表の作成により,ストック
の財政分析や年度間,都市間の比較が可能となり,財産の増減状況により,
自治体の財産面の行政成果を測ることができるとしている(16)0
もっとも同市の研究会の公会計貸借対照表の作成指針では,行政と企業は
基本的に異なることを前提とすべきこと,固定資産の評価方法については,
時価方式に近い固定資産税評価額を基準 (一律評価方式の採用)としたこ
と,道路及び河川は,その性質上,原則として処分が不可能であり,かつ評
価が困難なところから,資産ではあるが評価しないこととし,今後の課題と
したこと (行政では,絶対に処分不可能な資産が存在し,また税という製造
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原価,販売原価を計算し得ない収入が存在すること),自治体の施策の内,宿
祉,教育,文化,アメニティ等ソフト面の活動内容を伴うものについては,
必ずしも貸借対照表に表わされないこと,など,いくつかの留意点がつけら
れ課題が残されていたことが注意される｡
つぎに1988年糊地方自治協会が行った企業会計的手法による財政分析があ
る,先の地方自治協会による ｢5段階評価法｣の後,同じテーマの研究が自
治省の外郭団体を中心に継続的に続けられ,これは,その最終的な成果であ
る｡例えば,1982年には,糊地方行政システム研究所により ｢地方公共団体
における連結 .総合決算に関する研究｣が行われたoここでは,現行の公会
計による決算情報を企業会計的なものに直して他会計と連結する提案がなさ
れている｡
その後1987年に ｢地方公共団体のストックの分析評価手法に関する調査研
究｣の成果が発表された｡これは,1982年の研究で提案された内容を,地方
財政の統計 (決算統計)から ｢貸借対照表｣および ｢資本的収支計算書｣｢経
常的収支計算書｣を作成する手法として確立したもので,実際に3市町の諸
表を作成している｡
1988年に発表された成果は,87年に確立された上記の成果を適用し,24市
町で幅広く実地検証したとされている(16)0
(2) 企業会計導入をめぐる最近の成果
このような先行研究を踏まえて,近年,わが国でも,いくつかの県や市町
村で,自治体財政のストック情報の確立に向けた地方会計制度の改革-の読
みがなされていることはすでに述べた｡例えば,前稿で述べた岐阜県高山市
や熊本県等における貸借対照表作成の試み(17)や三重県の 『行政システム改
革』(1998年3月)などにその試みが見られている｡これらの内,最近の最も
新しい研究成果である㈲社会経済生産性本部の研究報告書の例と三重県の
ケースについて簡単に紹介し若干のコメソtを加えておきたい｡
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a.㈲社会経済生産性本部の研究成果
近年,精力的に研究成果を発表しているものに,㈲社会経済生産性本部情
報開発部の公刊した報告書(18)があるのでまずこれを見よう｡
この報告書は,日本公認会計士協会公会計委員会 ･地方公共団体外部監査
専門部会専門部会長米田正巳氏 (中央監査法人代表社員)を座長とする委員
会に見られる通り,主として会計学分野の専門家によって行われている｡
この報告書では,公会計改革に対する期待の高まりを背景に検討を行って
いる｡今日の公会計の抱える課題については(19),
① 財産,物品および債権債務の ｢会計管理｣に対する軽視,があり,
A 投資意思決定の妥当性をチェックできるようにする｡
B ストック情報をもとにした財務的な体力を評価できるようにす
る｡
などを課題としている｡また
② ｢決算｣の軽視,があり,これについては,単年度での対予算の歳入
歳出決算情報にプラスして,年度内の収支に誘導された年度末財務状況
の評価を求めること,｢出納整理期間｣のあり方などを検討課題として
いる｡特に,年度末の3月末の段階で発生主義的に ｢未収金｣｢未払金｣
を設定し,会計を閉めることができれば決算調整のスケジュールが早ま
り,次年度の予算調整に対する決算情報の持つ意味も大きくなることが
期待されている｡
③ 会計のルーtを通した記録のチェック機能の欠如,の問題について
は,複式簿記導入のメ1)ットの一つとして,処理上の自己チェック機能
が挙げられるなどとしているo
さて,以上のような報告書の掲げる趣旨を踏まえ,具体的な財務諸表作成
については,『報告書』では次の3つに集約しているO即ち,それは,
(1) 収支計算書 (経常収支計算書 ･資本収支計算書)
(2) 正味財産増減計算書
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(3) 貸借対照表
などであり,これらの作成方法について水田健輔氏の論文などを参考にしつ
つ紹介しておこう｡
この 『報告書』の中身は,地方財政における普通会計ベースの決算諸表を
もとに,他会計つまり,公営事業会計としての公営企業会計,その他各種の
事業会計及び外郭団体 (いわゆる地方公社 ･第3セクターといわれている会
計) ･一部事務組合 (これは普通会計にかかわるものが多い)等の連結総合
化を行うための前提をなす研究成果といってよいものであろうoこれによ
り,地域経営における総合的な財政分析に対して道を開くことが可能となる
と期待されている(20)0
そこで,これを同 『報告書』に沿って,財務諸表作成方法について見る
と,まず,
① 収支計算書 (資本収支計算書 ･経常収支計算書)であるが,資本収支
計算書については,公営企業法非適用企業における複式会計の収支計算書に
準じた形式をとっている｡主に資産の取得,出資金や貸付金,負債の償還な
どその支出効果が年度を越えて持続するものをそれらに当てられた特定財源
と対照して収支を計算したものであり,普通建設事業費等資産形成にかかわ
る財政収支 (-フロー)を中心に見たものである (表6を参照).
経常収支計算書は,上記の資本収支計算書に計上されている以外の収支を
計算するとともに,前年度繰越額を含めた上で資本収支の赤字分を補てんし
最終的な歳入歳出差引額 (形式収支)を導いている (表7を参照)｡これは,
性質別経費の内義務的経費 (人件費,扶助費,公債費等)やインフラの維持
補修費等と地方税交付税等一般財源及び国 (及び都道府県)庫支出金,諸収
入等特定財源及び上記の繰越金等を含め最終の財政資金のフローを分析した
ものである｡
なお,現金の流れ (資金の移動)を伴わない項目 (減価償却費,収入未済
顔,不納欠損額,収入未済額 (増加分)など)は,計算書に含めず欄外に注
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表6 資本収支計算書 (平成〇年度) (単位 :千円)
支 出 l 金 額 収 入 l 金 額
普通建設事業費 (補助 .単独) 国庫支出金
普通建設事業費 (県営事業等) 都道府県支出金
投資および出資金 使用料 .手数料
貸付金 分担金 .負担金 .寄件金
安立金 財産収入
退職手当災害復旧事業費 諸収入 ※うち貸付金元金回収額地方債
繰出金 (土地開発基金分)公債費 元金のみ) 繰入金 (基金分のみ)
小 計
繰越金資本収支充当税等
記しているD
② 正味財産増減計算書
これは,通常の公益法人会計における計算書の形式ではなく,FASB(ア
メリカ財務会計基準審議会)95号に定められた ｢キャッシュフロー計算書｣
の形式を参考にしつつ,｢行政活動による増減｣｢投資活動による増減｣｢財務
活動による増減｣の3区分に分けて,増減内容を掲載したものである｡これ
によってスbック (財産)の増減の中身がくわしく分かるといえる (表8参
照)｡ただ,表に見る Ⅰ,Ⅰ,Ⅲの分類 (仕分け)には若干の困難が伴うかも
知れない｡
③ 貸借対照表
ストック分析としての貸借対照表は,表 9の通 りである｡資産,負債の中
身については,当該の研究会で多くの論議を見たところであり,ポイントと
なる点を中心に見ておこう｡
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表7 経常収支計算書 (平成〇年度) (単位 :千円)
支 出 金 額 収 入 1 金 額
人件草 地方税
物件費 地方譲与税
維持補修費 地方交付税
扶助費 その他一般財源
補助費等 一般財源計
公債費 (利子のみ) 国庫支出金
(普建)インフラ維持補修費 都道府県支出金
(普建)農林水産関連補助金 使用料 .手数料
繰出金 (土地開発基金分以外) 分担金 .負担金 .寄件金
失業対策事業費 財産収入
災害復旧事業費 諸収入
前年度繰上充用金 一時借入金 (歳入振替)(普通)地方債繰入金交通安全対策特別交付金国有捷供施設等所在市町村助成交付金当 経常支出小計
当年度経常収支余剰 当年度経常収入小計
繰越金 (前年度形式収支)うち資本 充当分
経常収支余剰
資本収支充当税等
歳計現金 (形式収支)
資本の移動を伴わない収支
支 出 i金 額 収 入 l 金 額
減価償却費 (固定資産)
償却費 (繰延資産)
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表8 正味財産増減計算書 (平成〇年度) (単位 :千円)
科 目 金 額
Ⅰ 行政活動による増減
1 増加の部
当年度経常収支余剰
収入未済額 (増加分)
2 減少の部
当年度資本収支 (充当額)
不納欠損額
増加 (減少)額合計
Ⅱ 投資活動による増減
1 増加の部
固定資産増加額
投資 .出資金増加額
繰延資産増加額
2 減少の部
固定資産減価償却額
投資 .出資金回収額
繰延資産償却額
増加 (減少)額合計
Ⅲ 財務活動による増減
1 増加の部
貸付金増加額
積立金増加額
地方債償還額
2 減少の部
貸付金回収額
積立金取り崩し額
地方債発行額
増加 (減少)額合計
正味財産増加 (減少)額
前期繰越正味財産額
期末正味財産合計額
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蓑9 貸借対照表 (平成〇年度)(平成○+1年3月31日現在) (単位 :千円)
借 方 貸 方
【資産の部】 【負債の部】
1.流動資産 1.流動負債
(1)歳計現金 (形式収支) (1) 地方債翌年度償還予定額
(2) 収入未済額 (2) 翌年度繰上充用金
流動資産合計 流動負債合計
2.固定資産 2.固定負債
(1) 土地 地方債平成Ⅹ+2年度以降償還予定額
(2) インフラ外資産 地方債現在高翌年度償還分
① 農林水産② 土木(3)インフラ外建物 .構築物等 固定負債合計負債合計
取得価額減価償却累計額 【正味財産の部】
固定資産合計
3一枚育(1) 投資および出資金 1.自己資本金
2.剰余金(1) 国 .県支出金(2) 貸付金
(3) && (2) 分担金 .負担金 .寄件金
① 財政調整基金② 原価基金 (3)積立金(丑 財政調整基金
③ 特定目的基金 ② 原価基金
④ 定額運用基金 ③ 特定目的基金
⑤ 土地開発基金 ◎ 定額運用基金⑤ 土地開発(4) 繰越金
投資合計
4.繰延資産(1)退職手当 (5) 収入未済額
(2) 災害復旧事業費 剰余金合計
(3) 県営 .国直轄 .同級他団体等事業負担金
繰延資産合計 正味財産合計
※1 債務負担行為による翌年度以降支出予定額は 千円
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まず,資産の部では,
a.流動資産 歳計現金及び収入未済額 (未収金)から成っている｡これ
は企業会計の場合とほぼ同じである｡
b.固定資産 土地,インフラ資産 (農林水産,土木),インフラ外建物,
構築物等から成っている｡これには,従来の研究会で様々な論議を見て
きたが,神戸市公会計制度研究会が行ったような ｢時価方式｣の採用で
はなく,企業会計に本来的な ｢取得原価方式｣の採用に近い考え方を
とっている｡'87年11月の神戸市の研究会では,｢固定資産税評価額｣を
用いて評価したのを改め,投下資金 (充当された財源額)との関係で評
価することを重視し,取得原価で計上する方法を検討したところに特色
がある｡具体的には,1971年度以降の ｢普通建設事業費｣のうち ｢補助
事業費｣および ｢単独事業費｣を累積し,うち ｢用地取得費｣は ｢土
地｣として,残りを ｢建物 ･構造物等｣としてとらえているoまた,級
者についてはさらに ｢イ'/フラ資産｣(道路 ･橋梁 ･河川等)と ｢ィ./フ
ラ外資産｣(建物等)に分類した上で,減価償却についての対応を変え
た｡つまり,以下のような算式で評価している｡
普通建設事業費一用地取得費-インフラ資産 ･インフラ外資産
である｡
また,土木費と農林水産業費の主要部分は,｢インフラ資産｣の取得に
当てられている｡なお,｢インフラ資産｣に関しては減価償却の対象から
はずすことにしていることが注意される｡
C.投資 投資および出資金,貸付金,基金 (地方財政法第3条の4に基
づく各種の基金)から成っている｡
d.繰延資産 退職手当,災害復旧事業費,県営 ･国直轄 ･同級他団体等
事業負担金をとっている｡
｢災害復旧事業費｣および ｢退職手当｣については,地方公営企業に
おいて繰延勘定として処理できる項目 (地方公営企業法施行令26条 1
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項,2項)であり,臨時巨額の単年度支出を資産として計上し,繰り延
べている｡
｢県営 ･国直轄 ･同級他団体等事業負担金｣については,｢普通建設事
業費｣として支出されながらも,当該団体の所有に属さない資産であ
り,固定資産としては計上しないものとしたOなお,その償却について
は,通常の0.7掛けの償却年数を設定し,早期償却をはかっている｡
つぎに,負債の部については,
a.流動負債 地方債翌年度償還予定額,翌年度繰上充用金が当てられて
いる｡
b.固定負債 地方債現在高と翌年度償還分が当てられている｡
C.正味財産の部には,自己資本金 (税等一般財源充当額),剰余金
(国 ･県支出金充当額,分担金 ･負担金 ･寄付金充当額等),積立金 (各
種基金),繰越金,収入未済額等が計上されている｡
ここでは,｢みなし償却｣(地方公営企業法施行令24条の2および同施
行親則8条4項)を地方公営企業と1司じ方法で採用するか否かが問題と
なっている｡
なお,以上3つの財務諸表の相互関係を示すと,表10の通りとなる｡
収支計算書の内,資本収支計算書は,非資金項目の増減を計算したもので
ある｡これは非資金項目の増減とその財源を対照したものである｡
経常収支計算書は,資金項目の増減を計算したものである｡単年度の収支
と繰越財源を含めた年度末の残高を計算している｡
正味財産増減計算書は,資本項目 (正味資産)の増減を計算したものであ
る｡
上記3つの関係は,矢印で示した通りである｡
以上,上記報告書は,近年の地方公会計制度の改革提案としては最も新し
いものであり,その特色としては,
第1に,普通会計ベースの決算諸表をもとにかなり詳細なユニークな財務
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表10 財務諸表の相互関係
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諸表の作成内容となっている｡
第2に,特に,固定資産を土地,インフラ資産,インフラ外建物 ･構築物
等に分け,土地は,普通建設事業費の用地取得費を対象期間分累漬した金
額,インフラ資産は,普通建設事業費の内農林水産業費および土木費に含ま
れるインフラ (農道,用水路,市道,河川改修,港湾等)取得費を対象期間
分累積した金額とするなど取得原価主義に近い考え方をとっているO
第3に,インフラ資産は減価償却の対象としないこととしている (インフ
ラ外資産の建物 ･構築物は減価償却の対象となる)｡これは,道路 ･橋梁等
は建設後の後年度の維持補修費によって常に更新されていると解釈するとし
ている｡
なお,本研究成果発表後の継続検討事項としては,
① ｢債務負担行為｣の取り扱いについて ｢物件の購入等に係るもの｣は,
将来的な資産取得とセットになっているため単純な負債計上はできず,また
末だ取得していない資産を相対で借方に計上することも困難な問題がある｡
したがって,｢翌年度以降支出予定額｣全額を表外に注記することにしてい
る｡
②地方債元利償還財源に対する次年度以降の交付税算入措置の取り扱いに
ついては,今回は,貸借対照表の負債項目に実質的には ｢地方債年度末発行
残高｣のみをかかげている｡しかし,財政力指数の低い団体には,地方交付
税を通じて元利償還財源が手当てされているため,負債の負担度については
この点を加味しなければならないという問題である｡交付税による措置は,
基準財政需要額に算定されることを意味しており,どれだけの償還財源であ
るか測定し難く貸方の地方債残高に対する控除項目が立てられるか今後の検
討課題であろう｡
いずれにしても,糊社会経済生産性本部の報告書は,いくつかの検討課題
をなお残すとはいえ,財政のストック分析,企業会計方式の導入に向けての
重要な一里塚をなすものであろう｡
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(若干のコメント)
地方財政の普通会計決算を公営企業会計と同様に発生主義的な企業会計に
魁み替えてゆく試みは,その他の特別会計を含む連結決算を通じて資産/負
債の状況を総合的に把握し,財政情報を公開して住民にも分かりやすいもの
とし,透明化 (情報公開)して行く上で重要なものであろう｡同報告書の試
みは,その意味で大きく評価できるものである｡ただ最初にも述べた通り,
自治体の財政は民間企業の会計と異なり様々な特殊性を有しており,個々の
問題ではなお,かなりの検討課題が残されていると思われることである｡地
方財政学の立場からこういった試みについて,2-3気づいた点を述べてお
くことにしたい｡
まず,民間企業のような ｢利益を追求しない政府部門に損益計算は必要な
い｣という批判については,公会計改革の目的を,財政情報の透明性の確保
と資産/負債の状況を住民にも分かりやすい形で公開し,政府部が ｢自らの
意思決定の正しさ｣をよりよく証明できるようにすることにあるとした点,
特に政府部門の負債 (地方債や地方公社債等)等を連結決算を通じて総合的
に把握しようとする試みの方向をひとまず評価しておきたい｡
しかし,貸借対照表における資産と負債の中身については,十 くつかの疑
問や検討課題も残されているところである｡
第 1に,貸借対照表における特に固定資産の評価と減価償却の是非につい
てである｡特に ｢インフラ資産｣(道路,港湾,河川改修,農道,用水路他治
山治水の分野)を取得費を対象期間分累漬した金額を取り,減価償却の対象
としないとした点である｡このような社会資本の性格については,かつて神
戸市公会計制度研究会でも指摘されていた通り,民間企業に見られるように
会社の清算によって売却処分ができる性格のものでなく(21),このような公的
資産の価値をどのように評価するかがなお大きな課題として残されていると
ころである｡今回,報告書が,取得費の累積を取り維持補修費が絶えず存在
していることを理由に減価償却の対象としないとしたことは新たな見解とし
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て一定の評価はできるだろうが,社会資本の公共性を問わず数量的 (金額)
評価のみでよいのか,また,インフラの資産評価は無限に拡大していくの
か,などの点でいくつかの検討課題を残していると思われる(22)｡
また,道路,港湾,河川改修にみられるような所有 ･管理主体 (国 ･道府
県 ･市町村 ･公社 ･公団 ･事業団他)との関係も明らかにしておかねばなら
ないo当面,当該自治体管理のものに限って評価することとしている(23).
この他に,すでに指摘されてきている通り,社会資本の内,福祉,教育,
文化,アメニティ等- 自然景観 ･歴史景観の保全を含む- の効果を貸借
対照表にはそのまま表せないものもあることであろう｡これらをどのように
考えてゆくのか(24)｡
第3に,上記とも関連するが,このような社会資本を有する自治体の正味
財産増減計算書を作成する場合,その公的管理経営主体の関係- 公的管理
主体の性格と共に公共物を最終的に国民 ･住民 (県民 ･市民)のものとする
考え方もあり得る- が明らかにされていなければ各自治体間で同列の比較
が困難になる場合も起こり得るだろう(25)0
第4に,社会資本の取得 (及び維持管理)の総コストと発生する便益との
関連がどうなるか- いわゆる費用便益分析の考え方- が問われる必要が
あるが,この点は,普通会計全体で行うよりも,個々の公共事業別に行って
いく方が分かりやすいのではないか｡この点では評価制度との関連ですでに
一部の自治体で実施されている事業別予算のあり方との関連が今後-の課題
となる.(26)なお,社会資本取得を公債借入金で行った場合,その資本コスt
が元金+利子償還分に相当することは明らかであろう｡
b.三重県の ｢行政システム改革｣について
三重県では,すでに早くから,知事の下で行政改革に精力的に取り観んで
来ているが,この内,発生主義による財務内容 (三重県普通会計収支計算書
及び貸借対照表)について簡単にふれておこう｡
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三重県の 『平成10年度行政システム改革』(26)によれば,北川 (正恭)知事の
下でいくつかの行政改革-の積極的な取り阻みが見られるところである｡こ
の内財政関連について見ると,
1.一般会計の中期財政見通し (平成9年度～13年度)を行っている｡
2.補助金及び委託費の交付等による競争原理の導入 (コンペ方式他)を
行っている｡
3.発生主義による財務内容として,普通会計収支計算書 (経常会計,建
設会計)及び貸借対照表の2つが試作され公表されている｡(いずれも
平成4年度～平成8年度)a
普通会計の収支計算書及び貸借対照表作成といった企業会計方式導入の試
みが見られるが,収支計算書において,一般財源 (地方税,地方交付税,也
方譲与税等)を経常会計-特定財源 (国庫支出金,地方債等)を建設会計
(資本会計)に区分できるのか｡一般財源の地方交付税にも建設事業へのウ
ラ負担部分が多く存在すると考えられるのであり,普通会計収支のこのよう
な区分についてはなお問題点も残されるところであろう(27)｡
5.むすびにかえて
最後に,以上見たような'98年度都道府県及び岡山県の当初予算の現状と
課題,自治体財政におけるストック情報の確立と企業会計方式の導入問題を
検討する中で,われわれの課題は,自治体におけるアカウンタビリティの確
立とストック財政指標の確立化の方向に向けて,当面,どのような試案を提
供することができるかである｡
ここでのわれわれの課題は,自治体財政- とりわけ岡山県や大阪府など
に見られるような- のストックポジションの悪化をいかに把握し,これを
財政指標を通じてもいかに未然に制御し得るかであった｡その面で,われわ
れは,まず,第1に,県内総生産の過去5年間 (あるいは最低3年間)の平
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均の伸び率,さらには県税収入の過去5年間 (あるいは3年間)の平均の伸
び率を参考にしつつ,次年度の普通会計歳出予算規模の伸び率 (指数)がこ
れらとパラレルになるか,若干これを下回る程度に抑制できるよう財政計画
を立てることである｡これはいわゆる ｢ゼロベース予算｣の概念とも照応す
るものであるが例えば,A県の県内総生産をP,普通会計 (決算)の歳出規
模をEとし,次年度の歳出予算規模の伸び率 (指数)を求め,これを俊に歳
出予算規模指数 (B)とすれば,
B-
E1-Eo Po-P_5
×100≦
Eo P_5
÷5×100
となる｡ここで E｡は当該年度,Elは次年度,E_5は5年前の歳出を指して
いる｡なお,前年度までの県内総生産,県歳出決算の発表は遅れるので概数
(又は決算見込み)を取るか,ないしは前々年度末までの数値を取ることも
考えられる｡
第2に,普通会計全体の資産/負債を見る場合,様々な困難も予想される
ので,普通会計における簡単なストック指標を取り出す手続きも有益であろ
う｡この点では,例えば,その年度末 (または年度当初)における地方債残
高+債務負担行為額一各種積立金額の数値 (ないしはこれを標準財政規模で
除した数値)の対前年度増減の動向を見ておくことも便宜であろう(28)｡ただ
これはストックの総体を見る指標ではなく,ストック水準の動向 (悪化の程
度など)を見るためのあくまで参考指標にとどまるものである｡
第3に,前稿で述べた自治省基準による財政諸指標の内,自治体財政のス
トックポジションと何らかの関連を有するものでは,実質収支比率,経常収
支比率,経常一般財源比率などの外に公債費比率,起債制限比率,公債費負
担比率などが挙げられるだろう｡特に公債費比率20%以上,起債制限比率
16%以上を財政再建団体の適用申請要件に挙げていることには重要な意味が
あるだろう｡ただ,財政特例債,財政健全化債のようにその元利償還金が翌
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年度以降の国の地方交付税とリンクしているものについて,ストック水準と
の関連でどのような ｢負債｣の性格として扱うかなお問題が残されるのであ
り,この点は,社会経済生産性本部の報告書でも検討課題として残されたと
ころであった｡
上記の指標の内では,最初にも見た通り,経常収支比率は,人件費や公債
費など毎年経常的にかかる経費の割合を示すもので,財政運営の硬直化の度
合い (普通80%を超すと硬直化が進んでいるものと評価される)を示す指標
として便宜であろう｡
第4に,普通会計における企業会計方式の導入と作成については,当該自
治体のストック情報をある局面で詳しく分析したり,そのポジションを例え
ば財政力の類似府県,類似市町村と比較してゆく上では有益であり,今後研
究検討がさらになされて行かねばならないだろう｡ただ,ここで自治体の普
通会計を含む公会計制度改革においては,今日の日本の自治体財政や社会資
本の特性を充分踏まえて取り魁むことが必要なことはいうまでもなく,本文
でふれた通り,なおいくつかの検討課題を残しているO
公会計制度改革-の会計学分野からの精力的な取り組みにはわれわれも注
目しておきたい｡また,1999年度の公会計における国際会計基準の統一問題
にも関心の眼を向けなければならない｡ただ,わが国では,当面,イギリス
をはじめ諸外国に見られ,わが国のいくつかの自治体でも実施され始めてい
るような個々の公共事業プロジェクトを前提とした事業別予算の作成(29)と
そこでの費用便益分析-の試み等から着手していくことが,事業評価制度と
の関連でもまず望まれているのではなかろうか｡
荏
(1)周知の通り,わが国の地方財政は,一般会計,特別会計,企業会計,これを自治省の
財政統計として編成著した普通会計と公営事業会計とがある｡はかに,地方公社 ･第3
セクターなど (ふつう地方公社等と云っている)外郭団体の会計,自治体による一部出
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資 (出損)の会計が見られるD公営事業会計の中では地方公営企業法に基づく公営企業
のみ発生主義に基づく企業会計方式を採用しているが,普通会計にかかわる部分への
企業会計方式の導入は現在までのところ進められていない｡これには,(むわが国の地方
財政が国からの補助金,安付税,地方債等依存財源に大きく頼って運営され予算の補正
も多くそれ自身完結性を持ちにくいこと,また,②自治体財産における社会資本等の特
殊性が見られること,③自治体財政運営が営利追求よりも公共性を前提とした公会計
- 税の徴収を含む- によって行われていることなど,いくつかの理由と背景があ
ると思われる｡しかし,今日,地方財政の危幾的状況を前にして,ストック財政を含む
財政状況の住民への公開と行財政運営の透明性の必要が指摘されてきており,自治体
会計方式の改革が強く望まれているところであろうO
(2) 『朝日新聞』'98年2月27日｡
(3) 『日本経済新聞』'98年5月25日｡
(4)同上によるC
(5)各府県の動きについては,例えば山本清 ｢地方自治体の行政改革戦略｣岡山大学産業
経営研究会 『研究報告書』第33集,1998年5月,所収,を参照｡
(6) 『日本経済新聞』'98年3月2日｡
(7)以下は,岡山県総務部財政課資料による｡
(8)地方消費税清算金と云っている｡
(9)以下は,主として岡山県財政課 ｢県行財政の現状｣(行革説明資料)による｡
(10)1998年6月13日,7月16日,『山陽新聞』他各紙｡
(ll)平岩孝一郎 (日本銀行岡山支店長)｢構造改革と日本版ビッグバン-のチャレンジ｣
『岡山経済』I98年1月号,所収｡
(12)この問題についてはすでにいくつかの指摘があるが,例えば,長山貴之 ｢明治前期公
会計における複式簿記｣『香川大学経済論叢』第70巻第4号,1998年3月,は最近の研究
成果の一つであるD
(13)以下の整理については,0社会経済生産性本部情報開発部主任研究員永田健輔 ｢現行
公会計の抱える課題とストック決算分析による対応方法｣『地方財務』ぎょうせい1998
年 1月号,他によっている｡なお,菅原敏夫 ｢自治体財務会計制度改革の試み｣年報
『自治休学』第11号,1998年5月,所収がある｡
(14)これは,吉田寛 『地方自治と会計責任』税務経理協会,1980年,に収録されている｡
(15) 『都市政策』第50号,神戸都市問題研究所,1988年4月号｡この報告書では,行政と
企業は基本的に異なることを前提し,損益法を採用せず,財産法による新しい手法を開
発している｡固定資産の評価方法が最も問題だとし,取得原価方式よりも時価方式を採
用している｡また,資本概念に代えて ｢資本一負債-正味財産｣とするなど様々な試み
をしている｡
(16)前掲,水田,『地方財務』所収論文を参照｡
(17)岐阜県高山市のケースについては,高山市企画調整部財政課 ｢高山市貸借対照表作成
の試み｣『地方財務』1991年5月号,打保秀一 ｢高山市貸借対照表作成の試み｣『地方自
治研究』日本地方自治研究学会,1994年8月,がある0
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(18)伽社会経済生産性本部情報開発部 『決算統計に基づいた企業会計的分析手法- 研
究報告書』1997年7月,及びその後発表された 『地方公共団体における連結 ･総合決算
分析研究報告書』1998年7月｡
(19)以下については,同上報告書 〔補論〕参照｡
(20)前掲,水田論文,63ページ｡
(21)もっとも,公社 ･公臥 事業団 ･外郭団体については,その所有し管理する橋梁 ･高
速有料道路 ･福祉施設 ･会館等を他の民間団体等に譲渡することは可能であろう｡事
実,交通事業 ･病院等公営企業会計においてはその民間への移譲ないしは民間による
代替のケースはこれまでも見られたところである｡
(22)報告書では,インフラ外資産の建物 ･構築物の耐用年数は,税法上の60年を40年に短
縮して評価しているので更新時期を早めることが可能となる｡
(23)例えば,国道への府県負担金,県道-の市町村負担金等をどのように評価していくの
かが課題となるが,報告書では借方の欄外に記している｡
(24)神戸市の研究会でもソフト,ノ､-ドを含めた総合的な行政効果の測定方法が今後の
課題としている｡
(25)この点は会計学者の佐藤倫正岡山大学教授から示唆を頂いた｡
(26)例えば斉藤達三 『自治体の事業別予算』学陽書房,1990年,同 『地域経営のための事
業別予算入門』,ぎょうせい,1995年,三重県 『平成10年度行政システム改革』1998年3
月による｡
(27)この点は,特に普通会計歳入を経常,建設 (資本)の2会計にどのような基準で分類
するかの問題と関連している｡
(28)この点は,㈲社会経済生産性本部の水田健輔氏の示唆によっているO
(29)1998年度日本地方財政学会 (於北九州市)における,川西市の事業別予算取り敵みの
報告がこの意味で注目された｡山本栄一 ･松木茂弘 ｢市財政の効率化- 川西市におけ
る事業別予算導入の試み｣同学会報告書 (1998),所収｡
(あとがき)
本稿作成に当たり,本年から野平匡邦岡山県副知事をはじめ,㈲社会経済生産性本部主任
研究員水田健輔氏他の協力を得て進めている地方財政システム研究会のメンバーや岡山県
財政課等を通じて多くの財政情報とデータの提供を頂いたことに感謝したい｡特に,本学の
山本清助教授からは,公会計に関する最近の資料と情報の提供を頂いたことを付記する｡
なお,その後,'98年7月23日,(紳社会経済生産性本部主催の ｢地方公共団体における連
結 ･総合決算分析｣研究報告会に出席の機会を与えられ,公会計における藤沢市の連結決算
のモデル分析等を知ることができ大変有益であった｡同本部をはじめ,特に水田健輔主任研
究員に誌上を借りてお礼申し上げると共に,この問題については稿を改めてふれることに
したい｡
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The Accumulation of Local Debt and the Reform
on the System ofAccounts in Local Public Finance (2)
Chuji Sakamoto
Following the last paper, we treat the problems of recent
accumulation oflocal public debt in Japan and the reform on the system
of accounts in local public finance.
In this paper, we investigate the characteristic of the first budget bills
of prefectural governments in 1998 fiscal year, and then we refer to the
financial structures ofOkayama prefecture's budget bill.
Following these analysis, we discuss the tasks of the establishment of
balance-sheet in local government and the necessity to introduce the
system of stock-accounts including double entry bookkeeping. In this
point, the recent Report of Syakai-Keizai-Seisansei-Honbu and Mie
prefecture's attempt on the settlement of finance with double entry
bookkeeping are very interesting, but we must say that these attempts
still have some problems to solve.
In the last chapter, we discuss how to analyze the stock-position of
local government finance and suggest to introduce Performance
Budgeting System for the present.
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